
「データ適正消去実行証明協議会」会則 

 

第 1 条（名称） 

本会は、データ適正消去実行証明協議会と称する。また、英文表記は Association of Data 

Erase Certification（略称 ADEC）とする。 

 

第 2 条（事務所） 

本会は事務局業務を一般社団法人ソフトウェア協会（略称：SAJ）に委託し、事務所を SAJ 

内に置く。 

 

第 3 条（目的） 

本会は、データの適正な消去のあり方を調査・研究し、その技術的な基準を策定するととも

に、これに基づいてデータの適正消去が実行されたことを証明するための第三者的な証明

制度の普及・啓発を図り、もって我が国における健全で安心安全な循環型 IT 社会の実現に

寄与することを目的とする。 

 

第 4 条（事業） 

本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

1. 第三者によるデータ適正消去実行証明書発行事業の企画 

2. 第三者によるデータ適正消去実行証明書発行事業に係る基準策定 

3. 1.を実現するための運営実行委員会及び 2.を実現する委員会及び研究会等の設置運営 

4. 第三者によるデータ適正消去実行証明書発行に関する情報提供、調査、研究 

5. 三者によるデータ消去実施履歴の保管に関する事業 

6. その他上記の目的を達成するために必要な事業 

 

第 5 条（会員） 

本会の会員は、次の 3 種とする。 

1. 正会員 

本会の活動趣旨に賛同し、第三者によるデータ適正消去実行証明書発行事業を推進す 

る法人（当該事業を営む法人を傘下に持つ純粋持株会社を含む。）及びこれらのものを 

構成員とする団体とする。 

2. 特別会員 

前項に該当しないもので、本会の目的に賛同し、その事業に協力しようとするものとす 

る。 

3. 協賛会員 

1 項、2 項に該当しないもので、本会の目的に協力及び賛同し、その事業を推進しよう



とするものとする。 

 

4. 行政会員 

本会の目的に協力及び賛同し、その事業に協力する行政組織とする。 

 

第 6 条（会費） 

1. 会員は、毎年度、所定の期限までに会費を納入しなければならない。 

2. 会費の種類、金額、徴収方法については総会の議決を経て別に定めるものとする。 

3. 会員が既に納入した会費、その他拠出金品は、理由の如何を問わず、これを返還しな 

い。 

第 7 条（入会） 

1. 本会の会員になろうとするものは、所定の入会申込書を幹事会に提出し、承認を得な

ければならない。 

2. 会員は、本会に対する代表者として 1 名を定め、幹事会に届け出なければならない。 

 

第 8 条（退会） 

会員が本会を退会しようとするときは、所定の退会届を会⾧に提出することにより、任意に

いつでも退会することができる。 

 

第 9 条（処分） 

1. 会員が次のいずれかに至ったときは、幹事会の決議により、これを処分することができ 

る。 

(1) 本会の会則又はその他の規則に違反した時 

(2) 本会の名誉をき損し、又は本会の目的に反する行為をしたとき。 

(3) 認証等に関する違反等本会への損害が認められ、処分が必要な事由があるとき。 

(4) その他処分すべき正当な事由があるとき。 

 

2. 処分にあたり以下の種類を行うものとする。 

(1) 戒告 

・会員に反省を求め、戒める処 

・通知を書面（電磁的手法を含む）にて行うものとする。 

(2) 会則によって会員に与えられた権利の停止 

・各種委員会等の活動への参画の停止 

・各種認証申請に係る権利の停止 

(3) 退会勧告 

・通知を書面（電磁的手法を含む）にて行うものとする。 



・会員となる資格は失効しない。 

 

第 10 条（除名） 

1. 会員が次のいずれかに該当するに至ったときは、幹事会の決議により、これを除名する

ことができる。 

(1) 本会の会則又はその他の規則に違反したとき。 

(1-1) 第 4 条で規定された事業 1～6 を他団体等で計画または実施したとき 

(2) 本会の名誉をき損し、又は本会の目的に反する行為をしたとき。 

(3) その他除名すべき正当な事由があるとき。 

(4) 暴力団、暴力団関係者等の反社会的勢力との関係があることが判明したとき 

2. 前項の規定により会員を除名する場合は、当該会員に１週間前までに通知するとともに、 

除名の議決を行う総会において、当該会員に弁明の機会を与えなければならない。 

3. 除名された会員は、3 年間は会員となる資格を失効するものとする。 

 

第 11 条（会員資格の喪失） 

会員は、次のいずれかに該当するに至ったときは、その資格を喪失する。ただし、未履行の

義務は、これを免れることができない。 

1. 退会届を提出したとき。 

2. 会員である法人又は団体が解散又は破産したとき。 

3. 正会員の決議により除名されたとき。 

4. 会費を 1 年以上納入しないとき。 

 

第 12 条（代表） 

1. 本会に代表として会⾧を置き、本会の会務を統括する。 

2. 会⾧の選任は正会員の互選とする。 

3. 会⾧の任期は、2 年とする。ただし、再任を妨げない。 

 

第 13 条（総会） 

1. 本会の会議は、総会とし、総会は定時総会及び臨時総会とする。 

2. 総会は、正会員をもって構成する。 

3. 総会の議⾧は、会⾧がこれにあたる。ただし、会⾧に事故等の支障があるときは、出席

正会員のうちから議⾧を選出する。 

4. 総会は、この会則に別に定めるもののほか、次の事項を議決する。 

(1) 事業報告及び収支決算の承認 

(2) 会⾧・副会⾧の選任に関すること。 

(3) 会則の変更 



(4) 解散及び残余財産の処分 

(5) 会員の除名 

(6) その他本会の運営に関する重要な事項 

5. 定時総会は、毎年 1 回開催する。 

6. 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 会⾧・副会⾧及び幹事会が必要と認めたとき。 

(2) 正会員現在数の 3 分の 1 以上から会議の目的たる事項を示して請求のあったとき。 

7. 総会は、構成員の半数以上の出席がなければ開催することができない。 

8. 総会の議決は、この会則に別に定めるもののほか出席構成員の過半数でこれを決し、 

可否同数の時は、議⾧の決することによる。 

9. 総会に出席しない正会員は、事前に書面又は電磁的方法によって議決権を行使する事が 

できる。 

 

第 14 条（幹事会） 

1. 幹事会は本会業務の執行を決定する。 

2. 本会の運営について、定期的に幹事会を開催する。 

3. 決議事項を諮る場合には、その議決権は正会員のみ有する。 

 

第 15 条（役員） 

1. 本会に、次の役員を置く。 

会⾧ 1 名 

副会⾧ 1 名 

幹事会社 10 社以内 

監事 2 名以内 

2. 幹事会社は、総会において、会員のうちから選任する。ただし、監事は会⾧及び幹事会  

社以外の者から選任することができる。 

 

第 16 条（役員の職務） 

1. 会⾧は、本会を代表し、会務を統轄する。 

2．副会⾧は、会⾧を補佐する。 

3. 幹事会社は、幹事会を構成し、会務を執行する。 

4. 監事は、業務及び会計を監査する。 

 

第 17 条（役員任期） 

1. 役員の任期は、2 年とする。ただし、再任を妨げない。 

2. 役員は任期満了するも、後任者の就任するまで引き続きその職務を行うものとする。 



 

第 18 条（役員解任） 

協議会の役員としてふさわしくない行為があったものは、総会において、会員現在数の 4 分

の 3 以上の議決により解任することができる。 

 

第 19 条（財産） 

1. 本会の財産は、次に掲げるものをもって構成する。 

(1) 入会金及び会費 

(2) 寄付金品 

(3) 財産から生ずる果実 

(4) その他の収入 

2. 本会の財産は、会⾧がこれを管理する。 

3. 本会の経費は、財産をもって支弁する。 

4. 本会の事業計画及び収支予算は、会⾧が策定し幹事会の承認を経て定め、事業報告及び

収支決算は、事業年度終了後に監事の監査を経て、総会の承認を得なければならない。 

5. 本会の事業年度は、毎年 4 月 1 日に始まり、翌年 3 月 31 日に終わる。 

 

策定日：令和 7 年 10 月 9 日 


